
（資料４）
コーデックスの食品表示部会における

作業状況について
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議題１：包装食品の表示に関するコーデックス一般規格（GSLPF）の改訂
議題２：予防的アレルゲン表示（PAL）に関するガイドラインの新規策定

【コーデックス委員会】（Codex Alimentarius Commission（CAC）、食品規格委員会）

 国連食糧農業機関（FAO）と世界保健機関（WHO）によって1963年に設立された国際
的な政府間プログラム

 消費者の健康保護と公正な食品貿易の確保（品質、表示）等を目的とし、国際食品
規格（コーデックス規格）の策定等を行う

 コーデックスメンバー：188加盟国（日本は1966年に加盟）、１加盟機関（EU）
※2023年５月現在

②規格原案の手配（事務局）、③原案に各国コメント、④部会にて規格原案を検討、
⑤原案について各国コメント（コメント等に基づき総会が原案採択）

規格策定の流れ

新規作業承認
①総会が規格作成決定

ステップ１～５：

原案の策定開始
予備採択

ステップ６～８：
案の策定

⑥規格案について各国コメント、⑦部会にて規格案を検討、⑧規格案について各国
コメント（コメント等に基づき総会がコーデックス規格として採択）

最終採択

CCFL

食品表示部会（ Codex Committee on Food Labelling: CCFL ）

〈CCFL47での議題〉

 アレルギー表示見直しについて
は、2019年からスタートし、議題
１については現在ステップ４ （④

部会にて規格原案を検討）

 CCFL47（2023年5月15～19日）
開催対面参加（カナダ・オタワ）

コーデックスの食品表示部会における作業状況
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CCFLにおける改正方針について

 「過敏症」を「食物アレルギー及びセリアック病」に改め、亜硫酸塩を食物ア
レルギー及びセリアック病とは別に義務表示として規定。

 食物アレルギーに関する義務表示の規定を改正し、「木の実類」として括ら
れていた品目を個別品目とする。

現行 修正案

4.2.1.4

以下の食品及び原材料は、過敏症の原因となる

ことが知られており、常に明記しなければならな

い。

・ グルテンを含む穀類（小麦、ライ麦、大麦、
えん麦、スペルト小麦又はこれらの交雑種
及びこれらの製品）

・ 甲殻類及びその製品

・ 卵及び卵製品

・ 魚類及び水産製品

・ ピーナッツ、大豆及びその製品

・ 乳及び乳製品（乳糖を含む）

・ 木の実類及びナッツ製品

・ 濃度が10mg/kg以上である亜硫酸塩

4.2.1.4

以下の食品及び原材料は、食物アレルギー及び

セリアック病の原因となることが知られており、常

に明記しなければならない。

・ グルテンを含む穀類（小麦、ライ麦、大麦、
えん麦、スペルト小麦又はこれらの交雑種及び
これらの製品）

・ 甲殻類及びその製品

・ 卵及び卵製品

・ 魚類及び水産製品

・ ピーナッツ、大豆及びその製品

・ 乳及び乳製品（乳糖を含む）

・ 特定の木の実類

アーモンド、カシュー、ヘーゼルナッツ、ペカン、

ピスタチオ、くるみ及びその製品

・ 濃度が10mg/kg以上である亜硫酸塩について

は4.2.1.7に記載

日本における予防的アレルゲン表示の考え方

⇒日本においては、食物アレルギー患者のために、
可能性表示は認めていない

 新たに可能性表示を行う際の規定を設け、閾値等を定める。

⇒日本においては、従前より品目毎に指定しており、
亜硫酸塩については、添加物として物質名で表示される

「食品表示基準について」（平成27年３月30日消食表第139号
消費者庁次長通知）より抜粋

「食品表示基準Ｑ＆Ａ」（平成27年３月 30日消食表第140号消
費者庁食品表示企画課長通知）より抜粋

① 食物アレルギーは、ごく微量のアレルゲンによって引き起こされることがあるため、特定原材
料を含む食品にあっては、原材料としての使用の意図にかかわらず、原則、当該特定原材料を
含む旨を表示する必要がある。

② 特定原材料等に関して「入っているかもしれない」等の可能性表示は認められないこと。一
括表示の外であっても、同様である。

（H－1） 特定原材料等が「入っているかもしれません。」「入っているおそれがあります。」など
の可能性表示（入っているかもしれません）について、何か規制がありますか。

（答）
「可能性表示」（入っているかもしれません。）は認められません。

「可能性表示」を認めると、PL法（製造物責任法）対策としての企業防衛、又は製造者により原

材料調査の負担を回避するため、製造者によっては十分な調査を行わずに安易に「可能性表
示」を実施することにもなりかねません。こうした安易な可能性表示を認めると、食物アレル
ギー患者にとって症状の出ない商品についても「可能性表示」によりアレルギー表示が行われ、
かえって患者の選択の幅を狭めてしまうおそれがあります。

包装食品の表示に関するコーデックス一般規格の
アレルゲン表示関係部分の改正

予防的アレルゲン表示（PAL）に関する
ガイドラインの新規策定
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包装食品の表示に関するコーデックス一般規格（GSLPF）

対象食品・原材料と表示事項

濃度が10mg/kg以上である亜硫酸塩について
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予防的アレルゲン表示（PAL）
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日本のCRD（Conference Room Document）
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要旨
１．新たなセクション4.2.1.3及び4.2.1.4が各国/地域の国内法令に取り入れられた際に、各国/地域において、どのようにアレルゲンに関する公定検査法（authorized detection method）が確立
され得るかについての議論を次のステップとして開始することについての、委員会へのご提案
２．メンバー国及びNGOのご参考のため、包装食品に「含まれる」場合に表示が義務付けられる各アレルゲンに係る日本の検査法のご紹介
はじめに
日本は、改訂案を現在の形まで導いてこられたオーストラリア、英国及び米国の作業に感謝いたします。2023年のCLに係る日本のコメントはCX/FL23/47/5 Add.1(Part A)にまとめられており、

日本は新たな4.2.1.3と4.2.1.4を支持しております。
メンバー国/地域がこのような表示規制の効果を促進するためには、日本は、公定検査法（authorized detection method）を各国/地域の法制に組み込むというのはよいアイデアだと考えま

す。というのも、公定検査法は食品関連事業者がこのような規制を遵守することを容易にし、かつ当局が規制を執行することも容易にするからです。その結果、この公定検査法のスキーム
は、食物アレルギーの患者がより正確な情報を得ることを可能にすると考えます。このため、日本は本部会に対し、次のステップとして、アレルゲンに関する公定検査法がどのように確立
され得るかに関する議論を開始することをご提案するものです。また、アレルゲン表示の改訂/確立に取り組む国/地域にとって日本の経験が何かしら助けとなることを期待して、そのよう
な検査法に基づく日本の食品表示制度についてご紹介したいと思っております。
背景(Background)

2001年に日本が初めてアレルゲン表示制度を導入したときから、日本ではこうした義務表示制度の適切な執行のためには、食品中のアレルゲンの存在を検出できる科学的方法の確立が必
須だと考えられていました。というのも、義務表示であることから、当局が適切にこの規制に基づき罰則の適用等を行うことを可能とすることが必要であるためです。また、食品の製造工
程が複雑であればあるほど、食品関連事業者が最終製品中のアレルゲンの存在を正確に把握することは難しくなります（例えば、いわゆる複合原材料の中に微量に含まれている場合など）。
このため、食品表示に責任を持つ事業者が消費者にアレルゲン情報を正確に提供するためには、彼ら自身がアレルゲンの存在をセルフチェックできる実用的な方法が必要と考えられました。
ELISA試験やPCR試験といった検査法は、当局に科学的な裏付けを提供するための可能な方法として研究（investigate）されました。

このような考えに基づき制定された日本のアレルゲン表示制度では、消費者庁がアレルゲンの品目ごとに、定量的及び定性的※1な「公定検査法（authorized detection method）」を指定
し公表しています。公定検査法で使用されるキットは簡単に手に入り、当局は公定検査法に基づいて監視を行っています。食品関連事業者は自身の製品についてセルフチェックしています。
なお、各品目の公定検査法（定量検査法）によって陽性と判断されるのは、加工食品１グラムあたりアレルゲンとなる原材料由来のタンパク質含有量が10㎍以上です※2 。もし監視の結果製
品が表示義務違反だとされれば、当局は罰則の適用等を行いますが、当局は監視（monitoring）において公定検査法を用いるので、罰則の適用を考える上でもこの10㎍/gという値は重要です。
義務表示及び推奨表示/定期調査(Mandatory Labelling and Recommended Labelling/Periodic Reassessment)
換言すれば、もしあるアレルゲンが頻度や深刻度等から見て重要であったとしても、公定検査法がなければ、義務表示品目として指定することはありません。そうした品目については任

意の「推奨表示」品目として指定します。
例えば、「くるみ」は最近義務表示として指定しました。（かつては）くるみは推奨表示品目に分類されていましたが、2021年の定期調査結果を基に、消費者庁は、頻度、深刻度等から

みて義務表示品目として指定されるべきであると結論づけました。そのため、「食品表示基準」の改正に必要な手続きを経て、義務表示品目としてのくるみの指定を2023年３月９日で施行
するとともに、同日付で、この政策改訂に合わせて開発された公定検査法も公表しました。
義務表示（８品目）：えび、かに、くるみ、小麦、そば、卵、乳、落花生（ピーナッツ）
推奨表示（20品目）：アーモンド、アワビ、いか、いくら、オレンジ、カシューナッツ、キウイ、牛肉、ごま、さけ、さば、大豆、鶏肉、バナナ、豚肉、まつたけ、桃、ヤム、りんご、ゼ
ラチン

Authorities（アレルギー専門医）約1,000名により、約20年に渡って即時型の食物アレルギー症状を呈した患者をモニタリングする定期調査を３年ごとに行っています。直近の2021年の調
査では6,080症例が検討されました。
検査法（Detection Methods）

それぞれのアレルゲン（８品目）に関する日本の検査法は以下でご覧いただけます。（申し訳ありませんが、日本語のみとなっております。）
https://www.caa.go.jp/policies/policy/food_labeling/food_labeling_act/assets/food_labeling_cms201_230414_01.pdf

えびとかにはそれぞれ別々に表示されることとして区別されています。「甲殻類」は使われません。えびとかにの検査法もまた区別されています。これは消費者の食品選択を過度に狭め
ないためです。えびアレルギー患者のうち35％以上は、かにに関しては症状を起こさないと報告されています※3。

これまでのところ、日本の規制はうまくいっている(be effective)ことが分かっています。とりわけ、定量検査法における陽性/陰性の境界線を10㎍/gとして20年以上経過しましたが、重症
な食物アレルギーを予防するため、さらなる低値を設定すべきとの強い指摘はありません。日本としては、アレルゲン表示制度の確立/改訂に取り組まれる国/地域にとって日本の経験が何
かしら助けとなることを望むものです。

FAOが簡単に日本の経験をまとめています。(p13-19) https://www.fao.org/3/cb2868en/cb2868en.pdf
予防的アレルゲン表示（議題5.2関係）
日本としては、標準化された分析法及びサンプリングについて分析・サンプリング部会（CCMAS）からの助言を求める必要が議題5.2において議論されることを歓迎します。上記の情報が、

議題5.2における議論において何かしら貢献することを望むものです。
推奨（Recommendations）
１．新たなセクション4.2.1.3及び4.2.1.4が各国/地域の国内法令に取り入れられた際に、各国/地域において、どのようにアレルゲンに関する公定検査法（authorized detection method）が確
立され得るかについての議論を開始すること。

２．既にアレルゲンに関する公定検査法を運用(implement)しているメンバー国/地域の経験について、20年の経験を持つ日本の例も含め、参照又は考慮すること。

※１ 定量検査法では、対象とする食品以外の食品に由来するたんぱく質を検知してしまい偽陽性の結果が生じることがあるので、定量検査法で10μg/g以上の結果となった場合には、定性検査法を用いて品目に特異的なDNA領域を確認している。
※２ 全国どこの検査機関でも真度、精度が保たれ、大半の食品で検出できる最小値として設定しており、加工食品中のアレルゲンとなる原材料由来のタンパク質含量のこと。
※３ Japanese Journal of Allergology, 55, 1536-1542 (2006)

日本のCRD（Conference Room Document）和文

※英文を機械的に翻訳したものです42

https://www.fao.org/3/cb2868en/cb2868en.pdf


アレルゲン表示の効果的な実施のために規制当局と食品事
業者双方が利用できる分析方法が重要であるコメント
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